【申請様式2017-1】保健医療福祉分野のプライバシーマーク付与適格性審査申請書

	受付番号
	

	申請受理日
	

	受理番号
	

	規模／業種
	大　中　小／（　　　　　　　）


↑この欄は記入不要です。
保健医療福祉分野のプライバシーマーク


付与適格性審査申請書

プライバシーマーク指定審査機関
一般財団法人医療情報システム開発センター　殿
　申請日付　２０　　　年　　月　　日
プライバシーマーク制度の趣旨に賛同し、「プライバシーマーク制度における欠格事項及び判断基準」に定める欠格事項に該当しないことを確認し、申請書類一式を添付し、一般財団法人医療情報システム開発センターが定める「プライバシーマーク付与適格性審査業務に係る秘密保持に関する規約」を承認した上で、プライバシーマーク付与適格性審査を申請します。

	申請種別
	□ 新　規　　　□ 更　新  [登録番号：　　　　　　（　　 ） ]

	申請単位
	□ 法人申請　　□ 部門申請　　【記載上の注意】１７．をご確認ください

	申請事業者名称
	フリガナ　

	
	

	所在地
	（〒　　　－　　　）



	代表者役職
	

	代表者氏名
	フリガナ　

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	法人番号（13桁）
	


	申請担当者
	所属及び役職：

	
	フリガナ　
氏名：

	
	勤務先所在地
（〒　　　－　　　）


	
	電話番号：　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

	
	e-mailアドレス：


＊次ページの”医療福祉機関情報”もご記入下さい。

医療福祉機関情報（医療福祉機関以外でも該当する内容があれば記入願います）
	※開　設　者
	フリガナ　

	
	

	※管　理　者
	氏名（フリガナ）：

	※病　床　数
	許可病床数：　　　　　床
	稼働病床数：　　　　　床
	標榜科目数

	※機      能
	□精神科病院　□感染症病床を有する病院　□療養型病床を有する病院　□特定機能病院
□その他の一般病院　□医育機関　□臨床研修病院　□地域医療支援病院　□診療所

	※職種別従業者数
	医師（　　）、歯科医師（　　）、看護師（　　）、薬剤師（　　）、保健師（　　）、助産師（　　）

管理栄養士（　　）、社会福祉士（　　）、その他の有資格者（　　）、一般事務職（　　）

	※情報システム等の導入状況
	レセコンシステム
	□導入済み　□作業中（稼働予定年月）　□計画中　□予定なし

	
	オーダリングシステム
	□導入済み　□作業中（稼働予定年月）　□計画中　□予定なし

	
	電子カルテシステム
	□導入済み　□作業中（稼働予定年月）　□計画中　□予定なし

	
	レセプトオンライン請求 
	□対応済み　□作業中（対応予定年月）　□計画中　□予定なし

	
	その他（　　　　　　　）
	□対応済み　□作業中（対応予定年月）　□計画中　□予定なし

	※その他
	１）カルテの電子化：

	
	２）カルテの外部保存：

	
	３）カルテの開示：

	
	４）外部との連携：


【記載上の注意】この行以下は、提出時に削除されても問題ありません。
1. A4縦の用紙を使用すること。

2. 申請種別　：　新規申請か更新申請のどちらかをチェックする。更新申請の場合は認定番号を記述してください。

3. 申請単位　：　法人申請か部門申請のどちらかをチェックする。

注．部門申請に際しては、【記載上の注意】17.を必ずご参照ください。
4. 登録番号　：　登録証に記載されている現在の登録番号（８桁及び（nn）付与回数）を正確に記入してください。

　　　　　　　（例：10824120 (03)）
5. 申請事業者名称　：　登記上の正式商号を省略せずに正確に記入してください。
6. 所在地　　：　登記上の本店の所在地を省略せずに記入してください。
なお、現在の営業上の所在地であるかについては問いません。
7. 代表者役職　　：　事業者の代表取締役社長、会長、理事長等、代表権を持つ者の役職を記入する。
8. 代表者氏名　　：  事業者の代表者名を記入する。カタカナで振り仮名をふってください。
　　　　　　　　　　　 代表者印は、商業・法人登記している事業者の場合は、代表者印として登記所（法務局）に印鑑登録されているものを捺印すること（代表者の個人印、個人実印等は不可）
9. 法人番号　　　：　「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」に係る13桁　
の番号（法人番号）を記入する。なお、法人番号が付与されていない事業者におかれては、
記入は不要です。個人番号は記入しないでください。
10. 申請担当者　：申請事業者の事務連絡窓口でもある担当者について、氏名、所属、連絡先となる勤務先所在地、　
　電話番号、FAX番号、勤務先のe-mailアドレスを記入してください。氏名については、カタカ
ナで振り仮名をふってください。
医療福祉機関情報　：　医療福祉機関以外でも該当する項目がありましたら記入願います（職種別従業者数、情報システムの導入状況など）。

11. 開設者　：　申請する機関の開設者の正式名称を正確に記述してください。カタカナで振り仮名をふってください。
12. 管理者　：　申請する機関の管理者（院長、所長等）の氏名を記述してください。カタカナで振り仮名をふって
ください。

13. 病床数　：　許可病床数、稼働病床数、標榜科目数を記述してください。
14. 機　能　：　該当する機能をチェックしてください。
15. 職種別従業者数：職種別の従業者数を記入してください。
16. 情報システム等の導入状況：情報システムの導入状況について、該当するものにチェックしてください。
17. その他について

1)カルテの電子化：導入している場合、保存義務のある診療諸記録の保存方法（紙あるいは電子媒体など）を記述。
2)カルテの外部保存：カルテの外部保存を行っているかどうかを記述。また、行っている場合はその方法を記述。

3)カルテの開示　：カルテの開示を行っているかどうかを記述。また、行っている場合は開示方法を記述。（たとえばインターネットなど）。

4)外部連携　　　：外部連携の有無を記述する。また、外部連携を行っている場合は、その種類を記述する。病診連携、病患連携、遠隔病理診断、遠隔画像診断など。
16. 「プライバシーマーク制度における欠格事項及び判断基準」
一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）より公表されている「プライバシーマーク制度における欠格事項及び判断基準」です。欠格事項に該当していないことをご確認ください。
17. 申請単位の例外（部門申請について）

医療法人等で全国に病院が点在している場合など法人全体で個人情報保護の体制を整備することが難しい場合であり、かつ以下の全ての条件を満たす場合については、個別に申請することができる場合があります（部門の申請）。本措置はあくまで例外ですので、部門の申請の際には必ず事前にご相談願います。
(1) 部門は、商法上の取締役が所掌するマネジメント単位に準ずること 

(2) 部門は、企業の代表者による個人情報保護方針(JIS Q 15001 の 3.2 に規定) を受けてコンプライアンス・プログラム(CP)を策定すること。 

(3) 部門が個人情報を取り扱う業務において他の部門と完全に独立していること 

(4) 部門が個人情報を取り扱う業務において、一部の業務を他の部門に依頼して実施する場合は、両部門の担当取締役の名において、下記に示す内容を規定した覚書を取り交わす措置をCPにおいて規定すること。 

●個人情報に関する機密保持 

●再依頼（外部委託を含む）に関する事項 

●事故時の責任分担 

●業務終了時の個人情報の返却・消去

(5) 法人全体を紹介するパンフレット等での使用など、消費者に当該法人がプライバシーマーク付与適格性審査を受けていると誤解されるような方法でプライバシーマークを使用しないこと。 

(6) 企業の代表者の名において、当該部門だけではなく法人全体として「欠格事項への該当の有無について」を提出すること。 

(7) 法人は大規模事業者であること。 

(8) 部門の従業員数が、１０１人以上であること（費用は大規模事業者の料金を適用）。
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